
2017.3 222017.323

な
っ
た
（
以
下
、「
積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」

と
表
記
す
る
）。

⑵
積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
概
要

　

積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
概
要
は
、
図
表

定
期
か
つ
継
続
的
な

投
資
の
み
が
非
課
税
の
対
象1

積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ（
案
）の
創
設

⬇
一
覧
表
８
ペ
ー
ジ

⑴
制
度
創
設
の
趣
旨

　

現
行
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
（
少
額
投
資
非

課
税
制
度
）
に
つ
い
て
は
、
平
成
28

年
３
月
末
時
点
に
お
い
て
口
座
開
設

数
が
約
１
０
０
０
万
口
座
、
買
付
金

額
が
約
７
・
８
兆
円
と
な
る
な
ど
、

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
が
ス
タ
ー
ト
し
た
平
成
26

年
以
降
、
着
実
に
普
及
し
て
い
る
と

い
え
る
だ
ろ
う
。

　

し
か
し
、
現
行
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
場

合
、
非
課
税
投
資
額
の
上
限
は
１
２

０
万
円
と
な
っ
て
お
り
、
上
場
株
式

な
ど
の
比
較
的
高
額
な
投
資
に
利
用

さ
れ
て
い
る
。
非
課
税
期
間
が
５
年

と
短
い
こ
と
も
あ
り
、
積
立
型
の
投

資
商
品
に
つ
い
て
は
利
用
し
に
く
い

の
が
現
状
だ
。

　

そ
こ
で
平
成
29
年
度
税
制
改
正
に

お
い
て
は
、
家
計
の
安
定
的
な
資
産

形
成
を
支
援
す
る
観
点
か
ら
少
額
か

ら
の
積
立
・
分
散
投
資
を
促
進
す
る

た
め
に
、
新
た
に
「
積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ

（
案
）」
制
度
が
創
設
さ
れ
る
こ
と
と

１
、
２
の
と
お
り
で
あ

る
。

　

積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
は
、

居
住
者
等
が
、
非
課
税

口
座
に
「
累
積
投
資
勘

定
」
を
設
け
た
日
か
ら

そ
の
年
１
月
１
日
以
後

20
年
を
経
過
す
る
日
ま

で
の
間
に
、
そ
の
累
積

投
資
勘
定
に
預
け
入
れ

た
公
募
等
株
式
投
資
信
託
に
つ
い
て
、

分
配
金
お
よ
び
譲
渡
益
が
非
課
税
と

な
る
。
譲
渡
損
失
に
つ
い
て
は
な
い

も
の
と
み
な
さ
れ
る
。
累
積
投
資
勘

定
は
、
原
則
と
し
て
各
年
１
月
１
日

に
お
い
て
設
け
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

な
お
、積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
は
、「
契

約
に
基
づ
く
定
期
か
つ
継
続
的
な
方

法
に
よ
る
買
付
け
」
に
よ
る
投
資
の

み
が
、
非
課
税
の
対
象
と
な
る
。

現
行
・
積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は

１
年
ご
と
に
使
い
分
け
が
可
能

⑶
年
間
投
資
の
上
限
額
、
新
規
投
資

可
能
期
間

　

積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
お
け
る
年
間
の

非
課
税
投
資
の
上
限
額
は
、
40
万
円

で
あ
る
。
ま
た
、
平
成
30
年
１
月
１

日
か
ら
平
成
49
年
12
月
31
日
ま
で
の

20
年
間
に
投
資
し
た
も
の
に
つ
い
て
、

非
課
税
措
置
が
適
用
さ
れ
る
。

⑷
積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
投
資
対
象
商
品

　

積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
受
入
れ
可
能
な

投
資
対
象
商
品
は
「
公
募
等
株
式
投

資
信
託
」に
限
定
さ
れ
て
い
る
。「
公

募
等
株
式
投
資
信
託
」
と
は
、
図
表

３
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
。

　

積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
投
資
対
象
商
品

か
ら
は
、
現
行
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
受
入
れ

可
能
な
個
別
銘
柄
の
上
場
株
式
は
除

か
れ
て
い
る
。
現
行
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
も

公
募
株
式
投
資
信
託
は
受
入
れ
可
能

で
あ
る
の
で
、
平
成
30
年
か
ら
平
成

35
年
は
、
積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
と
現
行
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ａ
の
い
ず
れ
か
を
選
択
す
る
こ

と
に
な
る
。

⑸
現
行
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
と
の
関
係

　

平
成
29
年
度
税
制
改
正
大
綱
に
お

い
て
は
、
積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
累
積
投

資
勘
定
は
、
各
年
１
月
１
日
に
設
定

さ
れ
る
と
書
か
れ
て
い
る
。

　

つ
ま
り
、
積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
と
現
行

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
年
ご
と
に
選
択
可
能

で
あ
り
、
現
行
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
お
い
て

新
規
投
資
が
可
能
な
平
成
35
年
ま
で

は
、
年
ご
と
に
い
ず
れ
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ

を
利
用
す
る
か
、
選
択
で
き
る
と
考

え
ら
れ
る
。

　

例
え
ば
、
平
成
30
年
は
現
行
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
で
新
規
投
資
を
行
い
、
平
成
31

年
は
積
立
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
新
規
投
資
を

行
う
よ
う
な
ケ
ー
ス
だ
。
な
お
、
同

図表２　積立NISAのイメージ

年間40万円まで非課税になる
積立NISAを創設
非課税枠を超えてロールオーバーが可能に　

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 … 20年目 21年目 22年目 23年目 … 39年目

Ｈ30 40万円

Ｈ31 40万円

Ｈ32 40万円

Ｈ33 40万円

…

Ｈ49 40万円

 （金融庁「平成29年度税制改正について」より）

20年間

20
年
間

図表３　公募等株式投資信託

◆ 信託契約期間の定めがないことまたは20年以上の信託契約期間
が定められていること

◆ 収益の分配は、原則として信託の計算期間ごとに行うこととさ
れており、かつ、月ごとに行うこととされていないこと

◆ 信託財産は、複数の銘柄の有価証券または複数の種類の特定資
産に対して分散投資をして運用を行い、かつ、一定の場合を除
いてデリバティブ取引への投資による運用を行わないこと

◆その他一定の事項

図表１　積立NISAの概要

積立NISA 現行NISA

年間投資上限額 年40万円 年120万円

運用益等の
非課税期間

最長20年 最長５年

新規投資可能期間
平成30年（2018年）～
平成49年（2037年）

平成26年（2014年）～
平成35年（2023年）

ロールオーバー
非課税期間満了後は不可
（平成30年から投資しても20年後の平成
50年（2038年）は積立NISAの期間外）

平成35年までは可

投資対象商品

長期の積立・分散投資に適した一定の
投資信託
※「公募等株式投資信託」に限られ、
上場株式は対象外

上場株式、公募株式投
資信託、ETFなど

投資方法
契約に基づく定期かつ継続的な方法に
よる買付け

単発での買付けも、定
期的な買付けも可能

現行NISAとの
関係

現行NISAとは年ごとに選択して適用可能

（金融庁「平成29年度税制改正について」より一部修正）

金融証券税制1

ここがこう変わる！
平成29年度税制改正大綱の要点解説ワイド特集 主要改正事項のポイント

ここだけ押さえれば万全！
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